
介護保険事業状況報告の概要 
(平成１９年３月暫定版) 

１．第１号被保険者数（３月末現在） 

 第１号被保険者数は、2,676 万人となっている。 

 

２．要介護（要支援）認定者数（３月末現在） 

 要介護（要支援）認定者数（総数）は、440.0 万人となっている。 

第１号被保険者に対する割合は約16.４％となっている。 
 

３．居宅（介護予防）サービス受給者数（現物給付１月サービス分、償還給付２月支出決定分） 

 居宅（介護予防）サービス受給者数は、2５4.9 万人となっている。 

 

４．地域密着型（介護予防）サービス受給者数（現物給付１月サービス分、償還給付２月支出決定分） 

 地域密着型（介護予防）サービス受給者数は、１６.６万人となっている。 

 

５．施設サービス受給者数（現物給付１月サービス分、償還給付２月支出決定分） 

 施設サービス受給者数は８１.０万人で、うち「介護老人福祉施設」が 3９.８万人、「介護老人保健施設」が３０.０

万人、「介護療養型医療施設」が1１.５万人となっている。 

（同一月に２施設以上でサービスを受けた場合、施設ごとにそれぞれ受給者数を１人と計上するが、合計には１人と

計上しているため、３施設の合算と合計が一致しない。） 

 

６．保険給付決定状況（現物給付１月サービス分、償還給付２月支出決定分） 

保険給付費の総額は４，６４６億円となっており、居宅（介護予防）サービス分は２，２０１億円、地域密着型（介

護予防）サービス分は３３６億円、施設サービス分は２，１０９億円となっている。 

（特定入所者介護（介護予防）サービス費等は含まない。） 

 

７．特定入所者介護（介護予防）サービス費（現物給付１月サービス分、償還給付２月支出決定分） 

 特定入所者介護（介護予防）サービス費の給付費総額は１８２億円となっており、食費分は１５３億円、居住費（滞

在費）分は２９億円となっている。 

第１号被保険者一人あたり保険第１号被保険者一人あたり保険給付費給付費及び要介護及び要介護((要支援要支援))認定者割合認定者割合
【【都道府県都道府県別別】】

（単位：円）

※１ 要介護（要支援）認定者数及び保険給付費については、第２号被保険者分も含んでいる。

※２ 第１号被保険者数及び要介護（要支援）認定者数は、平成19年1月末実績であり、保険給付費は、平成19年1月サービス分である。

※３ 特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費等は含まない。

（単位：％）

保
険
給
付
費

要
介
護(

要
支
援)

認
定
者
割
合

17.4%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

埼
玉
県

千
葉
県

茨
城
県

栃
木
県

福
島
県

神
奈
川
県

愛
知
県

奈
良
県

岐
阜
県

山
梨
県

静
岡
県

宮
城
県

岩
手
県

群
馬
県

東
京
都

北
海
道

滋
賀
県

全
国
平
均

兵
庫
県

三
重
県

山
形
県

大
阪
府

秋
田
県

山
口
県

京
都
府

長
野
県

宮
崎
県

大
分
県

香
川
県

福
井
県

岡
山
県

新
潟
県

鹿
児
島
県

熊
本
県

福
岡
県

広
島
県

和
歌
山
県

高
知
県

佐
賀
県

島
根
県

鳥
取
県

富
山
県

愛
媛
県

沖
縄
県

長
崎
県

石
川
県

青
森
県

徳
島
県

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

施設サービス 地域密着型サービス 在宅サービス 認定者割合

全国平均：約１万７，４７３円

 


